
１ 継続組織の前提に関する注記

継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

２ 重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

 満期保有目的の債券…償却原価法（定額法）を採用している。

その他有価証券

 市場価格のないもの…移動平均法による原価法を採用している。

（２）固定資産の減価償却の方法

① 建物、構築物、什器備品

定額法によっている。なお、新会計基準適用前に減価償却を行っていなかった固定資産については、

 新会計基準適用初年度の期首の帳簿価額を取得価額とみなし、適用初年度から減価償却を実施することと

 した。この減価償却の実施に際して適用する耐用年数は、新規に取得した場合の耐用年数から経過年数を

 控除した年数によっている。

② リース資産　

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

 する定額法を採用している。

（３）引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

 債権は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

② 賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

③ 退職給付引当金

職員に対する退職金の支払いに備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額の100%に相当する金額を

 計上している。

（４）消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

財 務 諸 表 に 対 す る 注 記
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３ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

基本財産

定期預金

投資有価証券

特定資産

技術振興基金

技術開発基金

学術文庫基金

とやま中小企業チャレンジファンド

指導体制強化基金

創業チャレンジ支援基金

債務保証積立資産

技術振興基金積立資産

地域産業活性化基金積立資産

技術者育成基金積立資産

大規模修繕積立資産

地域活性化経営支援資産

新産業創造積立資産

経営基盤強化基金積立金積立資産

デザイン振興積立資産

情報化支援事業積立資産

中小企業自立化支援事業積立資産

※

収支差額変動準備積立資産

退職給付引当資産

建物　

構築物

※ 富山県から令和６年12月25日付けで交付決定通知のあった「富山県中小企業トランスフォーメーション

事業費補助金」である。

資産の種類は全額が未収金であり、当該事業の進捗に合わせて入金予定である。

136,442 266,511

15,500,000 15,500,000

200,000,000 200,000,000

279,690,000 279,690,000

1,163,750

（単位：円）

科　目 前期末残高 当期減少額 当期末残高当期増加額

10,836,250 18,878 10,855,128

1,045,433,000 1,045,433,000

18,878 1,144,872

小　計 12,000,000 18,878 18,878 12,000,000

3,005,080,879 4,030,140 3,009,111,019

5,222,328 264,327 4,958,001

15,616,127 15,616,127

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド 300,000,000 300,000,000

87,000,000 87,000,000

2,809,380 2,809,380

16,500,000

14,093,051 14,093,051

2,888,679 2,888,679

とやま中小企業チャレンジファンド積立資産 251,244,476 527,332 53,325,372 198,446,436

103,142,853 103,142,853

16,500,000

6,598,865 6,598,865

54,016,317 54,016,317

72,813,707 13,095,000 1,793,000 84,115,707

258,601,378 85,621 4,405,799 254,281,200

62,236,737

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド積立資産 19,369,100 61,600 19,430,700

6,459,585

物価高騰対応重点支援事業積立資産 484,470,745 486,800,000 484,812,474 486,458,271

合　計 6,602,168,481 508,943,778 565,727,721 6,545,384,538

55,777,152

小　計 6,590,168,481 508,924,900 565,708,843 6,533,384,538

225,607,961 14,511,844 211,096,117

61,829,945 4,325,207 66,155,152

402,953
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４ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

基本財産

定期預金 ( )

投資有価証券 ( )

( )

特定資産

技術振興基金 ( )

技術開発基金 ( )

学術文庫基金 ( )

とやま中小企業チャレンジファンド

   ( )

指導体制強化基金

創業チャレンジ支援基金 ( )

債務保証積立資産

技術振興基金積立資産

地域産業活性化基金積立資産

技術者育成基金積立資産

大規模修繕積立資産

地域活性化経営支援資産

新産業創造積立資産

経営基盤強化基金積立金積立資産 ( )

デザイン振興積立資産

情報化支援事業積立資産

中小企業自立化支援事業積立資産

( )

収支差額変動準備積立資産

退職給付引当資産

建物　 ( )

構築物 ( )

( )

( )

５ 担保に供している資産

（単位：円）

1,045,433,000 1,045,433,000

279,690,000 279,690,000

小　計 12,000,000 12,000,000

科　目 当期末残高
(うち指定正味財産

からの充当額)
(うち一般正味財産
からの充当額)

(うち負債に
対応する額)

1,144,872 1,144,872

10,855,128 10,855,128

3,009,111,019 (9,111,019) (3,000,000,000)

4,958,001 4,958,001

87,000,000 (87,000,000)

15,500,000 15,500,000

200,000,000 (200,000,000)

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド 300,000,000 300,000,000

15,616,127 (15,616,127)

14,093,051 (14,093,051)

103,142,853 (103,142,853)

16,500,000 (16,500,000)

2,888,679 (2,888,679)

2,809,380 (2,809,380)

6,598,865 (6,598,865)

84,115,707 84,115,707

とやま中小企業チャレンジファンド積立資産 198,446,436 (198,446,436)

(54,016,317)54,016,317

元気とやま中小ベンチャー総合支援ファンド積立資産 19,430,700 (19,430,700)

物価高騰対応重点支援事業積立資産 486,458,271

254,281,200 (254,281,200)

486,458,271

66,155,152 (66,155,152)

211,096,117 203,007,027 (8,089,090)

55,777,152 (55,777,152)

　Ｆ538回地方公共団体金融機構債 2,397,539,165円（帳簿価額）、大阪府公募公債第180回 599,355,752円 （帳簿
価額）及び27年度1回岡山市公募公債 10,016,102円（帳簿価額）は、富山県借入金 3,000,000,000円の担保に供し
ている。

(3,066,155,152)

合　計 6,545,384,538 2,431,281,686 (1,047,947,700) (3,066,155,152)

266,511 119,680 (146,831)

小　計 6,533,384,538 2,419,281,686 (1,047,947,700)
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６　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

科　　　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建　　物 528,161,769 317,065,652 211,096,117

構　築　物 34,694,007 34,427,496 266,511

什 器 備 品 17,128,974 15,175,975 1,952,999

リ ー ス 資産 11,567,880 11,567,880 0

合　　　計 591,552,630 378,237,003 213,315,627

７　満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損益

国債（10年373回） 994,033 937,800 △ 56,233

国債（20年151回） 20,694,790 19,514,000 △ 1,180,790

国債（20年153回） 11,897,251 11,560,141 △ 337,110

国債（20年159回） 9,909,735 8,868,600 △ 1,041,135

国債（30年10回） 102,672,177 103,551,000 878,823

地方債（大阪府495回） 33,868,208 31,898,800 △ 1,969,408

地方債（共同発行151回） 80,000,000 79,928,000 △ 72,000

地方債（静岡県債令和元年度12回） 39,869,251  37,844,000 △ 2,025,251

地方債（熊本市令和4年度第1回公募公債） 9,855,128  9,313,000 △ 542,128

地方債（令和4年度第10回北海道公募公債) 198,173,485  187,240,000 △ 10,933,485

地方債（第3-あ神奈川県債） 106,456,388  102,487,000 △ 3,969,388

地方債（第40回地方公共団体金融機構債） 103,822,683  97,780,000 △ 6,042,683

地方債（地方公共団体金融機構債（F538回）） 2,397,539,165  2,388,240,000 △ 9,299,165

地方債（大阪府公募公債5年第180回） 599,355,752  596,040,000 △ 3,315,752

地方債（27年度1回　岡山市公募公債） 10,016,102  9,973,000 △ 43,102

地方債（第235回共同発行市場公募地方債） 49,847,602  46,620,000 △ 3,227,602

社債（関西電力515回） 30,222,674 29,316,000 △ 906,674

社債（関西電力536回） 100,778,750 94,140,000 △ 6,638,750

社債（九州電力489回） 20,182,079 18,948,000 △ 1,234,079

社債（中国電力404回） 99,990,086 97,480,000 △ 2,510,086

社債（東京電力ＰＧ11回） 10,021,014 9,852,000 △ 169,014

社債（東京電力ＰＧ16回） 50,026,840 49,957,000 △ 69,840

社債（東京電力ＰＧ18回） 200,151,347 195,960,000 △ 4,191,347

社債（東京電力ＰＧ36回） 97,491,621 92,400,000 △ 5,091,621

社債（東京電力ＰＧ64回） 30,096,297 28,887,000 △ 1,209,297

社債（関西電力548回） 49,659,330 46,525,000 △ 3,134,330

社債（関西電力510回） 42,021,095 41,403,600 △ 617,495

社債（関西電力513回） 42,028,385 41,235,600 △ 792,785

社債（九州電力444回） 15,000,951 14,835,000 △ 165,951

合計 4,562,642,219 4,492,734,541 △ 69,907,678

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。　     　     (単位：円）

満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、次のとおりである。       (単位：円）
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８　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

0 －

0 1,910,422 1,910,422 0 －

－0

59,323

0

907,288 0

0

2,288,942

－

10,395,311

1,500,000

富山県 382,9055,708,824

3,729,043

0

0

19,309,630

76,556,849

富山県

富山県 76,556,849

富山県 0

富山県 0 34,971,174 －

13,541,729 486,458,271

10,395,311

－

－

指定正味財産

－

0484,470,745

0

－

－

－

－

08,034,380

中小企業経営強化支援事業費補助
金

デジタルツール初心者講座事業費
補助金

13,095,000

富山県中小企業トランスフォーメー
ション補助金（２次分）

富山県新世紀産業機構施設設備整
備事業費補助金

富山県 0 19,309,630

富山県新世紀産業機構経営基盤強化基
金造成事業費補助金

富山県 72,813,707

補助金等の名称 交付者
前期末
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

中小企業等海外展開支援事業補助金
（海外出願支援事業）

中部経済
産業局

0 2,596,714

0
産学官連携推進体制整備事業費補
助金

富山県

0 10,522,898富山県

成長型中小企業等研究開発支援事
業

中部経済
産業局

0 57,912,408

ものづくり産業サーキュラーエコ
ノミー連携推進事業

－

84,115,707 指定正味財産

指定正味財産5,325,919

2,379,055 0

1,793,000

地域産学官共同研究等推進事業費
補助金

富山県新世紀産業機構会計等管理
体制強化事業費補助金

指定正味財産

3,729,043 0 －

34,971,174 0

富山県新世紀産業機構運営費補助
金

0 2,379,055

海外販路開拓商談会事業費補助金 富山県

アジア経済交流事業費補助金

0

8,955,524 8,955,524

富山県新事業創出環境整備事業費
補助金

0

0

59,323

56,776,576

23,454,702

富山県

富山県

0

0

0

0

デジタル化相談窓口運営事業

富山県ものづくり研究開発セン
ター運営費補助金

アルミ産業成長力強化戦略推進事
業費補助金

ワクワクチャレンジ創業支援事業
補助金

とやまＵＩＪターン起業支援事業
（起業支援金）補助金

500,000,000

3,700,000

56,776,576

富山県 484,470,745

富山県

富山県

富山県

富山県

富山県 0 8,034,380

富山県

0

1,801,060

富山県

0

0

－

2,288,942

0

0

富山県 0

7,052,859

産学官オープンイノベーション推
進事業費補助金

富山県 0 50,764,612 50,764,612

7,052,859

0 1,500,000富山県
将来を担うものづくり人材育成事
業費補助金

富山県中小企業トランスフォーメー
ション補助金（１次分）

下請企業振興事業費補助金

富山県中小企業支援センター事業
費補助金

0

57,912,408

0 907,288

10,522,898 0

0 －

（単位：円）

当期末
残　高

貸借対照表上
の記載区分

0 －

－

－

－

2,596,714 0

0

－

－

－1,801,060 0

とやまＵＩＪターン起業支援事業
（移住支援金）補助金

0

3,700,000

富山県 0 40,232,480

41,245,806 41,245,806富山県

23,454,702

ヘルスケア産業育成創出事業費補
助金

－

元気とやま中小ベンチャー総合支
援ファンド事業事務費補助金

0

富山県

40,232,480 0
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補助金等の名称 交付者
前期末
残　高

当　期
増加額

当　期
減少額

（単位：円）

当期末
残　高

貸借対照表上
の記載区分

300,000

0 －

合　計 778,931,077 986,886,541 987,158,932 778,658,686

指定正味財産

富山県 69,492,859 0 指定正味財産

民間団体 14,162,621 0 0

12,533,416 56,959,443

情報化支援事業費補助金
富山県市町
村会館管理

組合
0

経済産業省 85,953,303 0 0

14,162,621

富山県 5,222,328

富山市 30,000,000 0

中小企業地域資源活用等促進事業
助成金

0

（公財）全国
中小企業振興
機関協会

0 4,214,485

情報化支援事業費補助金 商工３団体 0 300,000

富山県新世紀産業機構ものづくり
研究開発支援事業補助金

高岡市 0 1,440,000

780,000

中小企業等デジタル化促進事業費
補助金

富山県 11,106,690 0

指定正味財産

4,958,001 指定正味財産

30,000,000

0

0

－

－

10,725,421 指定正味財産

0

264,327

01,440,000

381,269

－

4,214,485

85,953,303 指定正味財産

780,000

49



９ 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

事業費計上による振替額

減価償却費計上による振替額

10 重要な後発事象

該当なし。

7,810,553

476,290,279

特定資産運用益

13,297,590

合　計 497,452,102

内　容 金　額

経常収益への振替額

基本財産受取利息 53,680
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